
 

 

 

平 成 ２ ９ 年 ２ 月 後 期 定 例 会 議事録 
・開催日時 平成２９年２月２３日（木曜日）１４時５３分～１６時２８分 

・開催場所 人事委員会室                     

・出 席 者 （委 員）大西委員長 松尾委員 江口委員 

       （事務局）社頭事務局長 岸川副事務局長 中野人事主幹  

岩本係長 藤田係長 牛島係長 西川主査 鶴澤主査  

○議事事項 

１ 平成２９年２月前期定例会の議事録について 

 

佐賀県人事委員会議事規則第７条第２項の規定に基づき、前回定例会の議事録について、承認す

ることを決定した。 

 

２ 地方公務員法第５条第２項の規定に基づく意見について      

 

２月定例県議会に提案された次の条例（案）について、佐賀県議会議長から地方公務員法第５条

第２項の規定に基づき意見を求められたため、内容を検討した結果、異議がない旨回答することを

決定した。 

 

【説明】 

○ 乙第２号議案   

佐賀県職員の配偶者同行休業に関する条例及び佐賀県市町立学校県費負担教職員の配偶者同行休業 

に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例（案）  

 

１ 改正の内容 

国家公務員の配偶者同行休業について、「人事院規則２６－０（職員の配偶者同行休業）の一部を改 

正する人事院規則（人事院規則２６－０－１）」が公布及び施行されたことに伴い、当該改正内容に準 

じて、佐賀県職員等についても、配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別な事情を定めるため、 

「佐賀県職員の配偶者同行休業に関する条例」及び「佐賀県市町立学校県費負担教職員の配偶者同行休 

業に関する条例」の改正を行うものである。  

 【佐賀県職員の配偶者同行休業に関する条例】  

（１）第１条関係  

地方公務員法第２６条の６第３項に規定する配偶者同行休業の期間の再延長ができる特別の事情 

を定めるため、上記条項の引用を行う。  

（２）第６条関係  

特別の事情として、「延長後の配偶者同行休業の期間が満了する日における当該配偶者同行休業に 

係る配偶者の第４条第１号の外国での勤務が同日後も引き続くこととなり、かつ、その引き続くこ 

とが当該延長の申請時には確定していなかったことその他人事委員会がこれに準ずると認める事情 

があること」を規定する。                            （第２項）  

        第６条第２項を追加したことに伴う項の繰り下げ。                    （第３項）  

   【佐賀県市町立学校県費負担教職員の配偶者同行休業に関する条例】  

       上記（１）と同様の改正を行う。  



 

 

  

２ 施行日  

     公布の日  

  

３ 検討内容  

    今回の改正は、国家公務員の配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる「特別な事情」の規定に準 

じた改正であり、また、平成２８年１１月１日付け総行公第１２３号「人事院規則２６－０（職員の配 

偶者同行休業）の一部改正に伴う条例参考例の送付について（総務省自治行政局公務員部公務員課長通 

知）」において、技術的助言として示された条例参考例にも倣った改正となっている。  

また、配偶者同行休業に係る配偶者の外国での勤務が予想外に延長されることは十分にあり得る事例 

であり、そのことを１回目の延長時に把握することが困難であった事情等がある場合に再度の延長を認 

めることは合理的かつ妥当なものであり、公務において活躍することが期待される有為な職員の継続的 

な勤務の促進に寄与するものと考えられることから、条例（案）の内容は適当であり、異議はないもの 

と考える。 

 

３ 職員の採用選考について 

 

  佐賀県警察本部長から職員の採用選考請求があったことについて事務局が説明し、選考の結果、 

請求のとおり合格とすることを決定した。  

  

【説明】  

・ 警視級 ２名（発令予定日 平成２９年３月１６日付）  

・ 課長級 １名（発令予定日 平成２９年３月２４日付） 

 

４ 宿日直勤務の許可について 

 

平成２９年２月１０日付けで佐賀県警察本部から申請のあった佐賀南警察署及び佐賀北警察署に

おける断続的な宿日直勤務許可申請について、人事委員会の許可基準（昭和３２年人委内規）を満

たすことを事務局から説明を行い、申請のとおり許可することを決定した。 

 

５ 昇給に係る勤務成績の評価終了日の承認について 

 

昇給に係る勤務成績の評価終了日について、「佐賀県職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則」 

第３３条第２項ただし書の人事委員会の承認を得て任命権者が定めることができる旨の規定に基づ 

き、知事部局、教育委員会等から評価終了日を１２月３１日としたい旨の承認申請があり、その内 

容について事務局から説明し、申請のとおり承認することを決定した。 

 

○報告事項 

１ 平成２８年公委（審）第１号事案に係る審査請求人からの反論書等の提出について 

 

審査請求人から、反論書、文書成立の認否に関する書面及び証拠説明書の提出があったこと、並び

にその内容について、事務局から報告した。 

また処分者に対し、反論書、文書成立の認否に関する書面及び証拠説明書の副本を送付するととも

に、主張等があれば再答弁書を提出するよう通知し、書証についての認否を記載した書面を提出する 



 

 

 

よう依頼したことについて、事務局から報告した。 

 

２ 公務労組協議会地方公務員部会等からの要請書について 

 

公務労組協議会地方公務員部会等から全国人事委員会連合会会長へ要請書が提出されたことについ 

て、事務局から報告した。 

  

３ ２０１７年民間給与実態調査等に関する申し入れについて 

 

佐賀県職員労働組合及び佐賀県教職員組合の連名で、委員長あてに提出された「２０１７年民間

給与実態調査等に関する申し入れ」について、事務局から報告した。 

 

４ 地方公務員の臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等の在り方に関する研究会報告書について 

 

  「地方公務員の臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等の在り方に関する研究会」において取 

りまとめられ総務大臣に提出された報告書の概要について、事務局から報告した。 

 

５ 獣医師の初任給調整手当について 

 

  「初任給調整手当に関する規則」中の獣医師の初任給調整手当に係る条項改正に伴う調整協議に 

ついては必要なしと整理したことを、事務局から報告した。 

 

○その他 

１ 行事予定について 


